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甲 政 推 第 １ ５ ９ 号 

令和５年（2023 年）１１月１３日 

 甲賀市総合計画審議会  

会長 服部 宏充 様 

甲賀市長 岩 永 裕 貴 

 

第２次甲賀市総合計画（第３期基本計画）の策定について（諮問） 

 

第２次甲賀市総合計画は、「甲賀市市民憲章」や「甲賀市まちづくり基

本条例」が目指すまちの姿を受け、市民、議会、行政等が共に展望する

「未来像」を掲げた最上位の計画として、平成２９年６月に策定されま

した。 

本計画を羅針盤として、今日まで効率的かつ効果的な行財政運営を進

めてきたところですが、本格的な人口減少社会の到来と少子高齢化の進

行、新型コロナウイルス感染症による社会状況の変化、カーボンニュー

トラルの実現に向けた取り組み、これまでに経験したことのない異常気

象による水害・土砂災害の恐れなど、本市を取り巻く情勢は大きく変化

しつづけています。 

このような大きな時代の転換期を迎えるなか、令和７年度（２０２５

年度）から令和１０年度（２０２９年度）を期間とする「第３期基本計

画」の策定を進めるとともに、選択と集中による「４年間の重点的な取

り組み」を定める必要があります。 

つきましては、第２次甲賀市総合計画（第３期基本計画）の策定につ

いて、甲賀市総合計画審議会規則第２条の規定により、貴審議会に諮問

します。 

54



 
 

 

令和６年（2024 年）１０月 ７日 

 

 

甲賀市長 岩永 裕貴 様 

 

 

 甲賀市総合計画審議会 

会長   服部 宏充 

 

 

 

「第２次甲賀市総合計画（第３期基本計画）素案」について（答申） 

 

 

令和５年(2023 年)１１月１３日付甲政推第１５９号により本審議会に諮問

された「第２次甲賀市総合計画(第３期基本計画)の策定」について、慎重に

審議を重ねた結果、別添の「第２次甲賀市総合計画（第３期基本計画）素案」

のとおり答申します。 

今後の計画策定にあたっては、本答申の趣旨を十分に尊重され、「あい甲賀 

いつもの暮らしに「しあわせ」を感じるまち」の実現に向け、最善を尽くさ

れることを期待します。 
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○甲賀市総合計画審議会規則 

平成２６年１月１７日 

規則第６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、甲賀市附属機関設置条例（平成２５年甲賀市条例第３５号。

以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、甲賀市総合計画策定審議会（以

下「審議会」という。）の組織、運営その他必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じて条例第２条第１項に規定する審議会が担任

する事務を処理する。 

（会長及び副会長） 

第３条 審議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、総合政策部政策推進課において処理する。 

（その他） 

第６条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が

審議会に諮って定める。 

付 則 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 
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○甲賀市附属機関設置条例 

平成２５年１２月１８日 

条例第３５号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるものの

ほか、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項に基づき、

市の設置する執行機関の附属機関について必要な事項を定めるものとする。 

（設置等） 

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を設置し、その担任する事

務並びに委員の構成、委員数及び委員の任期は、同表に定めるとおりとする。 

２ 委員は、執行機関が委嘱し、又は任命する。 

３ 別表の規定にかかわらず、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項

は、執行機関が規則で定めるものとする。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（甲賀市総合計画策定審議会条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

（１） 甲賀市総合計画策定審議会条例（平成１７年甲賀市条例第１号） 

（２） 甲賀市特別職報酬等審議会条例（平成１７年甲賀市条例第２号） 

（３） 甲賀市公有財産審議会条例（平成２０年甲賀市条例第４３号） 

（４） 甲賀市公共下水道事業審議会条例（平成１７年甲賀市条例第２４号） 

（５） 甲賀市文化のまちづくり審議会条例（平成１７年甲賀市条例第２７号） 

（６） 甲賀市史編さん委員会条例（平成１７年甲賀市条例第１８号） 

（経過措置） 

３ 前項の規定による廃止前のそれぞれの条例による附属機関及びその委員は、こ
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の条例の規定による相当の附属機関及びその委員となり、同一性をもって存続す

るものとする。この条例の施行の際執行機関が定めているところにより置かれて

いる委員会その他の合議制の機関及びその委員についても、同様とする。 

４ 付則第２項の規定による廃止前のそれぞれの条例の規定による附属機関に係る

諮問、答申その他の行為は、この条例の規定による相当の附属機関に係る諮問、

答申その他の行為とみなす。前項後段に規定する委員会その他合議制の機関に係

る諮問、答申その他の行為についても同様とする。 

付 則（平成２７年条例第１７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行後、最初に委嘱される甲賀市地域福祉計画審議会の委員の任期

は、別表の１の表の規定にかかわらず、平成２９年３月３１日までとする。 

付 則（平成２８年条例第３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の甲賀市附属機関設置条例に定める甲賀市公共下水道事業審議会及びそ

の委員は、甲賀市下水道審議会及びその委員となり、同一性を持って存続するも

のとする。 

付 則（平成２８年条例第１８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成２９年条例第５号） 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則（平成３０年条例第２４号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（令和２年条例第２号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則（令和４年条例第１号） 
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この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の規定は同年１０月１

日から施行する。 

付 則（令和５年条例第２５号） 

この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

付 則（令和６年条例第２号） 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

【抜粋】別表（第２条関係） 

１ 市長の附属機関 

名称 担任する事務 委員の構成 委員

数 

委員の任

期 

甲賀市総合

計画審議会 

総合計画の策定及びその推

進に関する事項について調

査し、審議すること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有す

る者 

（３） その他市長が適

当と認める者 

２０

人以

内 

２年 
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甲賀市総合計画審議会委員名簿（五十音順・敬称略） 

（任期：令和５年１０月１日から令和６年５月３１日） 

氏 名     区 分 

１．阿部
あ べ

 俊彦
としひこ

  【学識】 

２．飯
いい

星
ぼし

 友
とも

美
み

  【公募】 

３．石野
い し の

 伸也
し ん や

  【魅力創出】 

４．岩倉
いわくら

 浩司
ひ ろ し

  【福祉】 

５．内田
う ち だ

 伸一
しんいち

  【金融】 

６．大北
おおきた

 まゆみ 【公募】 

７．大隅
おおすみ

 しのぶ 【子育て】 

８．金林
かなばやし

 正子
ま さ こ

  【スポーツ】 

９．菊池
き く ち

 滋
しげ

美
み

  【福祉】 

１０．木村
き む ら

 涼
りょう

太
た

  【公募】 

１１．佐治
さ じ

 武
たけし

   【公募】 

１２．杉崎
すぎさき

 友彦
ともひこ

  【商業】 

１３．杉山
すぎやま

 道夫
み ち お

  【地場産業】 

１４．谷口
たにぐち

 忍
しのぶ

   【工業】 

１５．寺井
て ら い

 絢子
あ や こ

  【公募】 

１６．西田
に し だ

 くみ子
こ

 【農業】 

１７．野口
の ぐ ち

 明
あきら

   【交通】 

１８．服部
はっとり

 宏
ひろ

充
みつ

  【学識】 

１９．原田
は ら だ

 千晶
ち あ き

  【国際交流】 

２０．松村
まつむら

 康司
や す し

  【福祉】 
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甲賀市総合計画審議会委員名簿（五十音順・敬称略） 

（任期：令和６年６月１日から令和６年８月３１日） 

氏 名     区 分 

１．阿部
あ べ

 俊彦
としひこ

  【学識】 

２．飯
いい

星
ぼし

 友
とも

美
み

  【公募】 

３．石野
い し の

 伸也
し ん や

  【魅力創出】 

４．岩倉
いわくら

 浩司
ひ ろ し

  【福祉】 

５．内田
う ち だ

 伸一
しんいち

  【金融】 

６．大北
おおきた

 まゆみ 【公募】 

７．大隅
おおすみ

 しのぶ 【子育て】 

８．金林
かなばやし

 正子
ま さ こ

  【スポーツ】 

９．菊池
き く ち

 滋
しげ

美
み

  【福祉】 

１０．木村
き む ら

 涼
りょう

太
た

  【公募】 

１１．佐治
さ じ

 武
たけし

   【公募】 

１２．杉崎
すぎさき

 友彦
ともひこ

  【商業】 

１３．杉山
すぎやま

 道夫
み ち お

  【地場産業】 

１４．谷口
たにぐち

 忍
しのぶ

   【工業】 

１５．寺井
て ら い

 絢子
あ や こ

  【公募】 

１６．西田
に し だ

 くみ子
こ

 【農業】 

１７．池田
い け だ

 奈津子
な つ こ

  【交通】 

１８．服部
はっとり

 宏
ひろ

充
みつ

  【学識】 

１９．原田
は ら だ

 千晶
ち あ き

  【国際交流】 

２０．松村
まつむら

 康司
や す し

  【福祉】 
  

61



 

甲賀市総合計画審議会委員名簿（五十音順・敬称略） 

（任期：令和６年９月１日から令和７年９月３０日） 

氏 名     区 分 

１．阿部
あ べ

 俊彦
としひこ

  【学識】 

２．飯
いい

星
ぼし

 友
とも

美
み

  【公募】 

３．石野
い し の

 伸也
し ん や

  【魅力創出】 

４．岩倉
いわくら

 浩司
ひ ろ し

  【福祉】 

５．髙
たか

木
ぎ

 浩樹
ひ ろ き

  【金融】 

６．大北
おおきた

 まゆみ 【公募】 

７．大隅
おおすみ

 しのぶ 【子育て】 

８．金林
かなばやし

 正子
ま さ こ

  【スポーツ】 

９．菊池
き く ち

 滋
しげ

美
み

  【福祉】 

１０．木村
き む ら

 涼
りょう

太
た

  【公募】 

１１．佐治
さ じ

 武
たけし

   【公募】 

１２．杉崎
すぎさき

 友彦
ともひこ

  【商業】 

１３．杉山
すぎやま

 道夫
み ち お

  【地場産業】 

１４．谷口
たにぐち

 忍
しのぶ

   【工業】 

１５．寺井
て ら い

 絢子
あ や こ

  【公募】 

１６．西田
に し だ

 くみ子
こ

 【農業】 

１７．池田
い け だ

 奈津子
な つ こ

 【交通】 

１８．服部
はっとり

 宏
ひろ

充
みつ

  【学識】 

１９．原田
は ら だ

 千晶
ち あ き

  【国際交流】 

２０．松村
まつむら

 康司
や す し

  【福祉】 
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第２次甲賀市総合計画第３期基本計画の策定経緯 

 

令和５年 

１０月１６日 総務常任委員会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画策定方針 

       ・第２次甲賀市総合計画第２期基本計画実施計画の見直しについて 

１０月２５日 議会全員協議会 

・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画策定方針 

       ・第２次甲賀市総合計画第２期基本計画実施計画の見直しについて 

１１月１３日 （第１回）総合計画審議会 

       ・諮問、策定方針、市民意識調査の設問について 

令和６年 

２月１４日 （第２回）総合計画審議会 

       ・チャレンジプロジェクト、第２期基本計画の検証、論点データ集について 

４月１６日 総務常任委員会 

      ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画たたき台について（前半部分） 

４月２４日 議会全員協議会 

      ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画たたき台について（前半部分） 

 ５月１５日 総務常任委員会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画たたき台 について（後半部分） 

       厚生文教常任委員会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画たたき台 について（後半部分） 

（第３回）総合計画審議会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画たたき台について（後半部分） 

 ５月２３日 産業建設常任委員会 

・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画たたき台について（後半部分） 

 ５月２４日 議会全員協議会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画たたき台について（後半部分） 

 ６月 ４日 オンライン合意形成プラットフォームの協力依頼（水口東高校） 

 ６月 ５日 オンライン合意形成プラットフォームの協力依頼（甲南高校） 

 ６月１１日 オンライン合意形成プラットフォームの協力依頼（信楽高校） 

 ６月１４日 オンライン合意形成プラットフォームの協力依頼（水口高校） 

 ７月 １日 地域リーダーの皆様との意見交換会（山内地域） 

 ７月 ２日 （第４回）総合計画審議会 

       ・第３期実施計画の検討に向けたグループ討議 
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 ７月 ３日 地域リーダーの皆様との意見交換会（大野学区） 

 ７月 ４日 地域リーダーの皆様との意見交換会（鮎河地域） 

 ７月 ５日 地域リーダーの皆様との意見交換会（土山学区） 

 ７月１２日 地域リーダーの皆様との意見交換会（油日学区） 

       地域リーダーの皆様との意見交換会（大原学区） 

 ７月１６日 地域リーダーの皆様との意見交換会（佐山学区） 

       地域リーダーの皆様との意見交換会（甲南第一学区） 

 ７月１９日 地域リーダーの皆様との意見交換会（甲南第二学区） 

 ７月２０日 地域リーダーの皆様との意見交換会（甲南第三学区） 

 ７月２４日 地域リーダーの皆様との意見交換会（甲南中部学区） 

 ７月２５日 地域リーダーの皆様との意見交換会（希望ケ丘学区） 

 ７月３１日 地域リーダーの皆様との意見交換会（雲井学区） 

 ８月 １日 地域リーダーの皆様との意見交換会（多羅尾学区） 

 ８月 ２日 地域リーダーの皆様との意見交換会（小原学区） 

 ８月 ８日 地域リーダーの皆様との意見交換会（朝宮学区） 

 ８月 ９日 地域リーダーの皆様との意見交換会（信楽学区） 

 ８月１９日 地域リーダーの皆様との意見交換会（岩上学区） 

 ８月２０日 地域リーダーの皆様との意見交換会（伴谷・伴谷東学区） 

       地域リーダーの皆様との意見交換会（綾野学区） 

 ８月２４日 地域リーダーの皆様との意見交換会（貴生川学区） 

 ９月２４日 地域リーダーの皆様との意見交換会（水口学区） 

       地域リーダーの皆様との意見交換会（柏木学区） 

１０月 ７日 （第５回）総合計画審議会 

       ・第３期基本計画素案、答申について 

１０月１６日 総務常任委員会 

       ・地域リーダーの皆様との意見交換会の開催結果について 

       ・オンライン合意形成プラットフォームの活用結果について 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画のパブリック・コメントの実施について 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画実施計画の策定について（方向性） 

１０月２４日 議会全員協議会 

       ・地域リーダーの皆様との意見交換会の開催結果について 

       ・オンライン合意形成プラットフォームの活用結果について 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画のパブリック・コメントの実施について 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画実施計画の策定について（方向性） 

１１月１１日 産業建設常任委員会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画実施計画たたき台について 
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１１月２１日 総務常任委員会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画実施計画たたき台について 

１１月２２日 厚生文教常任委員会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画実施計画たたき台について 

１１月２６日 議会全員協議会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画実施計画たたき台について 

１２月 １日 第２次甲賀市総合計画第３期基本計画のパブリック・コメント開始 

１２月１６日 産業建設常任委員会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画実施計画たたき台について 

１２月２３日 議会全員協議会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画実施計画たたき台について 

令和７年 

 １月 ６日 第２次甲賀市総合計画第３期基本計画のパブリック・コメント終了 

 ２月１０日 総務常任委員会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画の策定状況について 

 ２月１４日 議会提案 

 ２月２８日 議会全員協議会 

       ・第２次甲賀市総合計画第３期基本計画の策定状況について 

 ３月２１日 議会採決 
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〇分野別計画一覧
番号 分野 計画

1 市民自治 第２次甲賀市多文化共生推進計画

2 市民共生 第２次甲賀市多文化共生推進計画

2 市民共生 甲賀市人権に関する総合計画

3 男女共同参画 第２次甲賀市男女共同参画計画（甲賀市女性活躍推進計画）

3 男女共同参画 甲賀市人権に関する総合計画

3 男女共同参画 第３次甲賀市配偶者からの暴力の防止および被害者の保護等に関する基本計画

3 男女共同参画 甲賀市人材育成基本方針

4 シティプロモーション ―

5 環境・資源・エネルギー 第３次甲賀市環境基本計画

5 環境・資源・エネルギー 甲賀市一般廃棄物処理基本計画

5 環境・資源・エネルギー 甲賀市地球温暖化対策実行計画

5 環境・資源・エネルギー 甲賀市森林整備計画

5 環境・資源・エネルギー 甲賀の豊かな森林づくり構想

6 自然・公園・緑地 第３次甲賀市環境基本計画

6 自然・公園・緑地 甲賀市一般廃棄物処理基本計画

6 自然・公園・緑地 甲賀市地球温暖化対策実行計画

6 自然・公園・緑地 甲賀市森林整備計画

6 自然・公園・緑地 甲賀の豊かな森林づくり構想

7 歴史・文化財・景観 甲賀市文化財保存活用地域計画

7 歴史・文化財・景観 甲賀市文化財保護基本方針

7 歴史・文化財・景観 第２次甲賀市観光振興計画第３期基本計画

7 歴史・文化財・景観 甲賀市景観計画

7 歴史・文化財・景観 甲賀市景観基本計画

8 文化・スポーツ 第４期甲賀市教育振興基本計画

8 文化・スポーツ 甲賀市文化のまちづくり計画

8 文化・スポーツ 甲賀市スポーツ推進計画

9 地域福祉 甲賀市第３次障がい者基本計画

9 地域福祉 甲賀市第７期障がい福祉計画・第3期障がい児福祉計画

9 地域福祉 甲賀市第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画

9 地域福祉 第２次甲賀市地域福祉計画

10 保健・医療 第４次健康こうか２１計画（健康増進計画・食育推進計画）

10 保健・医療 甲賀市国民健康保険保健事業実施計画（第３期データヘルス計画）（第４期特定健康診査等実施計画）

10 保健・医療 甲賀市立信楽中央病院経営強化プラン

10 保健・医療 第２次甲賀市自殺対策計画

10 保健・医療 第３期甲賀市子ども・子育て応援団支援事業計画

11 住まい・ライフライン 甲賀市公営住宅等⾧寿命化計画

11 住まい・ライフライン 甲賀市既存建築物耐震改修促進計画

11 住まい・ライフライン 甲賀市空家等対策計画

11 住まい・ライフライン 第２次甲賀市水道ビジョン

11 住まい・ライフライン 甲賀市景観計画

11 住まい・ライフライン 甲賀市景観基本計画

11 住まい・ライフライン 甲賀市国土強靭化地域計画
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番号 分野 計画

12 安全・防災 甲賀市地域防災計画

12 安全・防災 甲賀市国民保護計画

12 安全・防災 甲賀市消防団組織再編計画

12 安全・防災 甲賀市消防施設⾧寿命化計画

12 安全・防災 第１１次甲賀市交通安全計画

12 安全・防災 甲賀市道路整備基本計画

12 安全・防災 甲賀市既存建築物耐震改修促進計画

12 安全・防災 甲賀市国土強靭化地域計画

13 農林畜水産 甲賀農業振興地域整備計画

13 農林畜水産 甲賀市農村振興基本計画

13 農林畜水産 甲賀市森林整備計画

13 農林畜水産 甲賀地域鳥獣被害防止計画

13 農林畜水産 第３次甲賀市環境基本計画

14 商工観光 甲賀市商工業振興計画

14 商工観光 第２次甲賀市観光振興計画第３期基本計画

14 商工観光 甲賀市都市計画マスタープラン

15 活躍・雇用 第２次甲賀市男女共同参画計画（甲賀市女性活躍推進計画）

15 活躍・雇用 第３次甲賀市商工業振興計画

15 活躍・雇用 第２次甲賀市地域福祉計画

15 活躍・雇用 第２次甲賀市多文化共生推進計画

15 活躍・雇用 甲賀市第３次障がい者基本計画

15 活躍・雇用 甲賀市第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画

15 活躍・雇用 第３期甲賀市子ども・子育て応援団支援事業計画

15 活躍・雇用 第２次甲賀市地域福祉計画

16 道路・交通 甲賀市道路整備基本計画

16 道路・交通 甲賀市地域公共交通計画

16 道路・交通 甲賀市橋梁⾧寿命化修繕計画

16 道路・交通 甲賀市トンネル⾧寿命化修繕計画

16 道路・交通 甲賀市都市計画マスタープラン

16 道路・交通 甲賀市国土強靭化地域計画

17 都市形成 甲賀市都市計画マスタープラン

17 都市形成 甲賀市国土強靭化地域計画

18 若者・こども・子育て 甲賀市教育大綱

18 若者・こども・子育て 第４期甲賀市教育振興基本計画

18 若者・こども・子育て 第２次甲賀市小中学校再編計画（基本計画）

18 若者・こども・子育て 甲賀市青少年自然体験活動振興計画

18 若者・こども・子育て 第３期甲賀市子ども・子育て応援団支援事業計画

18 若者・こども・子育て 甲賀市子育て支援施設整備方針

18 若者・こども・子育て 第２次甲賀市地域福祉計画

18 若者・こども・子育て 第３次甲賀市配偶者からの暴力の防止および被害者の保護等に関する基本計画
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番号 分野 計画

19 学校教育・社会教育 甲賀市教育大綱

19 学校教育・社会教育 第４期甲賀市教育振興基本計画

19 学校教育・社会教育 第２次甲賀市小中学校再編計画（基本計画）

19 学校教育・社会教育 甲賀市学校施設⾧寿命化計画

19 学校教育・社会教育 甲賀市いじめ防止基本方針

19 学校教育・社会教育 甲賀市青少年自然体験活動振興計画

19 学校教育・社会教育 甲賀市子ども読書活動推進計画第４次計画

19 学校教育・社会教育 甲賀市図書館サービス計画 第３次計画

19 学校教育・社会教育 甲賀市子育て支援施設整備方針

20 行財政 第５次甲賀市行政改革大綱

20 行財政 甲賀市アウトソーシング推進指針

20 行財政 甲賀市補助金の適正化に関する指針

20 行財政 甲賀市公共施設等総合管理計画 施設の最適化方針

20 行財政 甲賀市公共施設等総合管理計画に基づく行動計画（アクションプラン）

20 行財政 甲賀市税・料金等収納向上対策強化計画

20 行財政 甲賀市定員適正化計画

20 行財政 甲賀市人材育成基本方針

20 行財政 甲賀市ＩＣＴ推進ビジョン

20 行財政 甲賀市中⾧期財政計画
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第２次甲賀市総合計画（第３期基本計画） 

用語解説 
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用語 意味 
スクラップ・リニューア
ル 

一般的には「スクラップ・ビルド」。市の事業はスクラップ
自体が非常に難しいうえ、新規事業を作り続けてきたことか
ら、「スクラップ」も「ビルド」も困難となってきたことを
背景として、業務の改善、効率化を意識して「リニューアル」
としている。 

地域マネージャー 地域支援員のこと。 
中間支援組織 市民、企業、行政が協働を推進するうえで、行政と地域の間

に立って様々な活動を支援する組織のこと。 
アソシエーション型組織 ボランティア団体など、市民によって自主的に結成されるグ

ループや団体のこと。 
地域コミュニティ型組織 自治会など、生活圏域で形成される自主的な共同性によって

成立する住民の団体や活動のこと。 
ソーシャル・ビジネス 日常の暮らしや貧困、環境問題などの社会的課題の解決に向

けて取り組むビジネスのこと。 
LGBTQ＋ Lesbian（女性同士性愛者）、Gay（男性同士性愛者）、Bisexual

（両性愛者）、Transgender（心と体の性が一致しない人）、
Queer（規範的な性のあり方以外を包括する言葉）、
Questionig（自らの性のあり方について、特定の枠に属さな
い人、わからない人等）、＋（プラス、その他様々な性の形）
の総称として使用される言葉。 

パートナーシップ（・ファ
ミリーシップ）宣誓制度 

一方または双方が性的マイノリティである二人が、人生のパ
ートナーとして協力し合うことを宣誓し、自治体が二人の関
係を公的に証明する制度。また、宣誓された方と生計を共に
する家族等をファミリーとして併せて宣誓することができ
る。 

アンコンシャス・バイア
ス 

無意識の思い込みのこと。何かを見たり、聞いたり、感じた
りしたときに無意識に「こうだ」と思い込むこと。 

ダイバーシティ 国籍、性別、年齢などにこだわらず、様々な人材を積極的に
活用し、多様な働き方などを受容する考え方。 

SNS ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking 
Service）の略。インターネット上でパソコンやスマートフォ
ンなどを使って会員同士が交流できるサービスのこと。 

シティプロモーション 地域の魅力を内外に発信し、その地域へヒト・モノ・カネを
呼び込み、地域経済を活性化させる活動のこと。 

インナープロモーション 自治体の地域内に向けて当該自治体の特徴を訴求していく
活動のこと。郷土愛の高まりやシビック・プライド（市に対
する市民の誇り）の醸成を促進する。 
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用語 意味 
温室効果ガス 大気圏にあって、地表から放射された赤外線の一部を吸収す

ることにより、温室効果をもたらす気体の総称。対流圏オゾ
ン、二酸化炭素、メタン等が該当する。近年、大気中の濃度
を増しているものあり、地球温暖化の主な原因とされてい
る。 

再エネ 再生可能エネルギーのこと。太陽光、水力、バイオマス、地
熱、風力等、エネルギー源として地球の自然環境の中で繰り
返し永続的に利用することができると認められるエネルギ
ーのこと。 

GX グ リ ー ン ・ ト ラ ン ス フ ォ ー メ ー シ ョ ン （ Green 
Transformation）のこと。グリーン・トランスフォーメーシ
ョンとは、化石燃料に頼らず、太陽光や水素など自然環境に
負荷の少ないエネルギーの活用を進めることで二酸化炭素
の排出量を減らそう、また、そうした活動を経済成⾧の機会
にするために世の中全体を変革していこうという取り組み
のこと。 

サーマル利用 廃棄物を燃料にしてその熱エネルギーを利用すること。 
マテリアル利用 廃棄物を原材料として利用すること。 
環境影響評価 環境アセスメントともいう。開発事業の内容を決めるにあた

り、それが環境にどのような影響を及ぼすかについて、あら
かじめ事業者自らが調査、予測、評価を行い、その結果を公
表し、一般の方々、地方公共団体などから意見を聴き、それ
らを踏まえて環境の保全の観点からより良い事業計画を作
り上げていこうという制度のこと。 

民間活力 政府・自治体に代わって民間部門の資本や経営によってそれ
を行うことを指す言葉。 

ユニバーサルデザイン 障がいのある人や高齢者等に使いやすい配慮をするという
バリアフリーの概念を超えて、障がいのある人や高齢者も含
め、だれもが利用しやすい製品や環境をデザイン（考案）す
ること。 

パークマネジメント手法 公園の活用や情報発信、イベント開催など、市民、民間、行
政が連携して公園を運営する手法のこと。 

里地里山 原始的な自然と都市との中間に位置し、集落とそれを取り巻
く二次林、それらと混在する農地、ため池、草原などで構成
される地域のこと。 

アール・ブリュット フランス語で「生(き)の芸術」という意味。美術教育を受け
ていない人などが、既成の表現法にとらわれずに自由に制作
した作品を指す。 

レガシー 「遺産」や「伝統」のこと。「業績」や「功績」等「⾧期に
わたる、特にポジティブな影響」を意味する。 
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用語 意味 
ボッチャ ジャックボール（目標球）と呼ばれる白いボールに、赤・青

のそれぞれ６球ずつのボールを投げたり、転がしたり、他の
ボールに当てたりして、いかに近づけるかを競うスポーツ
で、パラリンピックの正式競技になっている。ボールを投げ
ることのできない選手は、ランプと呼ばれる投球補助具を使
用することができる。 

総合型地域スポーツクラ
ブ 

地域住民が主役となって自ら運営・管理をする新しいスポー
ツクラブのシステム。いろいろな種目を、様々な人々がその
興味・関心や競技レベルを問わずそれぞれのスタイルで気軽
に楽しむことができる。 

地域共生社会 制度・分野ごとの縦割りや「支え手」「受け手」という関係
を越えて、地域住民など多様な人材が参画することで、住民
一人ひとりが生きがいを感じられる社会を目指す取り組み。 

アウトリーチ ひきこもりや生活困窮者など支援が必要であるにもかかわ
らず届いていない人に対し、行政や支援機関などが積極的に
働きかけること。 

重層的支援体制 従来の縦割りを解消し、地域住民の複雑化・複合化した支援
ニーズに対応する包括的な支援体制のこと。複数の課題が複
雑に絡み合っている世帯や、どの制度にも当てはまらない狭
間のニーズ等、従来の支援体制でケアできない事例の顕在化
に対応するため、地域、行政、関係機関等が協力し、地域共
生社会の実現に向けて取り組む。 

ICT インフォメーションアンドコミュニケーションテクノロジ
ー（Information and Communication Technology）の略。
情報通信技術のこと。インターネット等を活用し情報のやり
取りを行う技術の総称。 

マイ・タイムライン 一人ひとりに合った避難準備から避難完了までの行動計画
のこと。大雨や台風の発生は事前に予測できることから、あ
らかじめマイ・タイムラインを作成しておくことで余裕を持
った避難行動につなげることができる。 

福祉避難所 高齢者や障がい者など、一般の避難所生活では支障をきたす
要配慮者に対して、特別の配慮がなされた避難所のこと。 

防災士 ”自助””共助””協働”を原則として、社会の様々な場で防災力
を高める活動が期待され、そのための十分な意識と一定の知
識・技能を修得したことを日本防災士機構が認証した人のこ
と。 

スマート農業 ロボット技術や ICT、AI 等の先端技術を活用し、省力化や生
産物の品質向上を可能にする新しい農業のこと。ロボットト
ラクタやスマホによる水田の水管理システムなど。 
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用語 意味 
CLT ひき板を繊維方向が直行するように積層接着した木質系材

料のこと。厚みのある大きな板であり、建築の構造材のほか、
土木用材、家具などにも使用されており、日本の森林資源を
有効活用することで、山林の保全や防災、環境保全にも役立
つ持続可能性の高い取り組み。 

ウッドスタート宣言 生まれた赤ちゃんに地域材で制作した木のおもちゃを誕生
祝い品としてプレゼントする事業や、子育て環境に地域材を
積極的に取り入れ木質化する事業といった「ウッドスタート
活動」を始めること。「ウッドスタート活動」とは、木を真
ん中においた子育て・子育ち環境の整備をし、子どもをはじ
めとする全ての人たちが木のぬくもりを感じながら、楽しく
豊かに暮らしを送ることができるようにしていく取り組み
であり、「ウッドスタート」は認定 NPO 法人芸術と遊び創
造協会の登録商標。 

循環型林業 木材として伐って使った後、再び苗木を植えて育て、森林を
世代交代させて将来の木材資源を確保しながら、生物多様性
の保全をはじめ、森林の持つ多面的な機能を発揮し、森林資
源を持続的に活用していく取り組みのこと。 

ジビエ 狩猟で得た天然の野生鳥獣の食肉を意味するフランス語。日
本では、農作物への鳥獣被害増加とともに取り組みが拡大し
ている。 

ＤＸ デ ジ タ ル ・ ト ラ ン ス フ ォ ー メ ー シ ョ ン （ Digital 
Transformation）のこと。デジタル・トランスフォーメーシ
ョンとは、デジタル技術を浸透させることで人々の生活をよ
り良いものへ変革することを指す。それは、単なるアナログ
情報のデジタル化にとどまらず、プロセス全体もデジタル化
することで新たな価値を創造、その結果として社会的な影
響・便益をもたらすもの。 

インバウンド 外国人が訪れてくる旅行またはその旅行者のこと。日本への
インバウンドを訪日外国人旅行または訪日旅行という。これ
に対し、自国から外国へ出かける旅行をアウトバウンドまた
は海外旅行という。 

産官学連携 企業（産）が技術シーズや高度な専門知識を持つ大学等（学）
や公設試験研究機関等（官）と連携して、新製品開発や新事
業創設を図ること。 
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用語 意味 
間林清陽（間林精要） 甲賀市の指定文化財である甲賀・伊賀４９流の忍術をまとめ

たという忍術書「万川集海」のもとになった忍術書。「万川
集海」は日本遺産「忍びの里伊賀甲賀～リアル忍者を求めて
～」の構成文化財にもなっている忍術書であり、「万川集海」
の冒頭「凡例」には「この万川集海は、初めから終わりまで
「間林精要」の要点をまとめて用いて、伊賀・甲賀１１人の
忍者が秘匿していた忍術や忍器のうち、時代に合わないもの
を捨て、合うものを選んでまとめたもの」と記載されている。 

イクボス 職場で共に働く部下の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）を応援しながら、組織の業績も結果を出しつつ、
自らも仕事と生活を充実させている上司（ボス）のこと。 

リ・スキリング 技術革新やビジネスモデルの変化に対応するために、新しい
知識やスキルを学ぶこと。 

チャレンジショップ 自らが企画、広報、接客、及び商品販売等を行い、一定期間
お試しで出店すること。 

交通 DX デジタル技術を駆使して交通システム全体を革新し、移動の
利便性、効率性、持続可能性を飛躍的に向上させようとする
取り組みのこと。 

シャレットワークショッ
プ 

建築、都市、まちづくりを学ぶ学生等、様々な専門家が対象
地域周辺の将来像を図面や模型を用いてデザインし、地域に
提案する活動のこと。 

市街地のスポンジ化 市街地の内部において、空き家、空き地等が、小さな敷地単
位で、時間的・空間的にランダムに、相当程度の分量で発生
すること及びその状態。 

こども家庭センター 市区町村において、子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包
括支援センターの設立の意義や機能は維持したうえで、全て
の妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援を行う機
能を有する機関のこと。 

ファミリーサポートセン
ター 

保護者の仕事と、育児の両立支援および児童の福祉の向上を
目的とする、「相互援助活動」を行う会員組織のこと。セン
ターの仲介（アドバイザー）により、育児を手伝ってほしい
人「おねがい会員」が、お手伝いのできる人「まかせて会員」
に有料で、育児の支援をしてもらうことができる。 

中１ギャップ 小学校から中学校に進学したときに、学習内容や生活リズム
の変化になじむことができず、いじめが増加したり不登校に
なったりする現象のこと。 

コミュニティスクール 保護者や地域が学校の様々な課題解決に参画し、それぞれの
立場で主体的に子どもたちの成⾧を支えていく仕組み。 
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用語 意味 
スペシャルサポートルー
ム（SSR） 

校内教育支援センターのこと。学校には行けるけれど、自分
のクラスには入れない時や、少し気持ちを落ち着かせてリラ
ックスしたい時に利用できる、学校内の空き教室等を活用し
た部屋。児童生徒のペースに合わせて相談に乗ったり学習の
サポートを行う。 

フリースクール 一般に不登校の子どもに対し、学習活動、教育相談、体験活
動などの活動を行っている民間の施設。その規模や活動内容
は多種多様であり、民間の自主性・主体性の下に設置・運営
されている。 

スクールソーシャルワー
カー 

社会福祉の専門的な知識、技術を活用し、困難な状況にある
児童生徒を取り巻く環境に働きかけ、家庭、学校、地域の関
係機関をつなぎ、児童生徒の悩みや抱えている問題の解決に
向けて支援する専門家のこと。 

地域学校協働本部 多くの幅広い層の地域住民、団体等が参画し、緩やかなネッ
トワークを形成することにより、地域学校協働活動を推進す
る体制。「地域学校協働活動」とは、地域の高齢者、成人、
学生、保護者、PTA、NPO、民間企業、団体・機関等の幅広
い地域住民等の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや
成⾧を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を目
指して、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働し
て行う様々な活動。 

デジタル格差 デジタル・ディバイド、情報格差ともいう。情報通信技術、
特にインターネットの恩恵を受けることのできる人とでき
ない人との間に生じる格差のことを指す。 
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